
定時株主総会
招 集 ご 通 知

第 51 回

本招集通知は、パソコン・
スマートフォンでも主要な
コンテンツをご覧いただ
けます。
https://p.sokai.jp/4826/

議決権行使期限（書面またはインターネット）
2026年９月17日（木曜日）午後５時40分

証券コード：4826

決議事項
第１号議案　取締役７名選任の件
第２号議案　監査役１名選任の件
第３号議案　取締役（社外取締役を除く）の報酬改定の件

場　所

横濱ゲートタワー17階　当社セミナールーム
神奈川県横浜市西区高島一丁目２番５号

日　時

2026年９月18日（金曜日）

午前10時（受付開始　午前９時）
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平素より格別のご高配とご支援を賜り、厚く御礼申し上げます。

当社グループは、中期経営計画「Become the strategic partner 
with IT」（BEIT50）のもと、ITにおけるお客様の戦略的パートナー
として、個別ニーズに特化した価値提供に取り組んでおります。当期
は、堅調なIT需要を背景に事業を推進し、前期に続き売上高・営業利
益ともに過去最高を更新いたしました。来期はBEIT50の最終年度と
なります。３つの推進方針である「事業環境の変化に適応し、新領域
へ挑戦」「特化型SEの育成推進」「サステナビリティ経営の推進」に基
づき、引き続きお客様への提案力を高め、さらなる成果につなげてま
いります。また、AI分野における研究開発投資にも注力し、先端技術
の活用を通じて、より付加価値の高いサービスの提供と競争力の強化
を図ってまいります。

株主の皆様への利益還元につきましては、安定配当の維持を基本方針
としております。当期の年間配当金は、記念配当２円を含め１株当た
り５円増配し20円といたしました。来期は、１株当たり21円を予想
しております。

本年１月に、CIJは創立50周年の節目を迎えました。今後も事業環境
の変化に適応しながら、持続的な成長と企業価値の向上に取り組んで
まいります。株主の皆様におかれましては、今後とも温かいご支援を
賜りますようお願い申し上げます。

株主の皆様へ

代表取締役社長

紡いだ50年、挑む未来
進化を続け、社会に選び続けられる企業を目指してまいります
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株主の皆様へ

1



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

2026/08/21 14:41:16 / H6335177_株式会社ＣＩＪ_招集通知_電子提供措置用

招集ご通知

証券コード　4826
2026年９月１日

(電子提供措置の開始日　2026年８月26日)
株主の皆様へ

神奈川県横浜市西区高島一丁目２番５号

代表取締役社長 坂 元 昭 彦

●当社ウェブサイト
https://www.cij.co.jp/ir/stock-information/stock-meeting/

●東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第51回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第51回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。

　本株主総会の招集に際しては、電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイト
に「第51回定時株主総会」として電子提供措置事項を掲載しております。

　上記当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所のウェブサイトにも掲載しております。銘柄名（Ｃ
ＩＪ）または証券コード（4826）を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類 / PR情報」を順に選択
の上、「株主総会招集通知 / 株主総会資料」欄よりご確認くださいますようお願い申し上げます。

　なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）またはインターネットにより議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、いずれかの方法によ
り、2026年９月17日（木曜日）午後５時40分までに議決権を行使くださいますようお願い申し上
げます。

敬　具
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招集ご通知

■１  日　　時 2026年９月18日（金曜日）午前10時（受付開始：午前９時）

■２  場　　所 神奈川県横浜市西区高島一丁目２番５号
横濱ゲートタワー17階　当社セミナールーム
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

■３  目的事項 報告事項 1. 第51期（2025年７月１日から2026年６月30日まで）事業
報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

2. 第51期（2025年７月１日から2026年６月30日まで）計算
書類報告の件

決議事項 第１号議案 取締役７名選任の件
第２号議案 監査役１名選任の件
第３号議案 取締役（社外取締役を除く）の報酬改定の件

記

以　上

● 当日ご出席の際には、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
● 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成

の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
● 本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたし

ます。なお、電子提供措置事項のうち以下の事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、各ウェブサイ
トに掲載しておりますので、当該書面には記載しておりません。したがって、当該書面に記載されている連結計算書
類及び計算書類は、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であり、ま
た、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査をした連結計算書類及び計算書類の一部です。

1. 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」
2. 計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」

● 電子提供措置事項に修正すべき事項が生じた場合には、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただ
きます。
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議決権行使のご案内

議決権行使のご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、以下のいずれかの方法により議決権を行使いただきます
ようお願い申し上げます。

書面（郵送）で議決権を
行使する方法

インターネットで議決権を
行使する方法

株主総会に
ご出席する方法

議決権行使書用紙に各議案の賛否を
ご表示のうえ、ご返送ください。

６頁の案内に従って、議案の賛否を
ご入力ください。

当日ご出席の際は、お手数ながら、
議決権行使書用紙を会場受付へご提
出ください。

行使期限 行使期限 株主総会開催日時

2026年９月17日（木曜日）
午後５時40分到着分まで

2026年９月17日（木曜日）
午後５時40分入力完了分まで

2026年９月18日（金曜日）
午前10時

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

第２号、第３号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱い
いたします。また、インターネットにより複数回議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたし
ます。
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議決権行使のご案内

https://p.sokai.jp/4826/

当社では、スマートフォン等で招集ご通知の主要なコン
テンツの閲覧や議決権行使がより簡単に行えるサービス
を導入しております。
下記のURLまたはQRコードによりアクセスいただきご
覧ください。
※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

　

1 招集ご通知がいつでもどこでも閲覧可能
スマートフォン等から招集ご通知にアクセスいただけ
ます。

2
インターネットによる議決権行使が身近に
インターネット議決権行使サイトに直接アクセスで
き、インターネットによる議決権行使がより身近にな
ります。

3
マルチデバイスに対応
株主様のウェブ閲覧環境に応じ、
スマートフォン、タブレット、
パソコンからご覧いただけます。

　

招集ご通知の主要なコンテンツが、
スマートフォン・パソコンでご覧いただけます。

5



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

2026/08/21 14:41:16 / H6335177_株式会社ＣＩＪ_招集通知_電子提供措置用

議決権行使のご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 午前9時〜午後9時）

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

議決権行使
サイト https://evote.tr.mufg.jp/

議決権行使サイトにアクセスしてください。1

議決権行使書副票（右側）に記載のQRコードを読み取って
ください。

1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

※�‌ウェブサイトの保守・点検のための取扱
休止時間：午前２時30分～午前４時30分

議決権行使書副票に記載のログインID、仮パスワードを入力す
ることなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

以降は、画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・
仮パスワード」を
入力

「ログイン」を
クリック

【機関投資家の皆様へ】当社株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、株式会社ICJが運営する「機関投資家向け
議決権電子行使プラットフォーム」をご利用いただくことができます。
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取締役選任議案

株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 取締役７名選任の件

候補者
番号 氏　名 現在の当社における地位及び担当

取締役会への
出席状況

（2026年度）

1 再 任
　

さかもと

坂元　
あきひこ

昭彦 男 性
　

代表取締役社長・社長執行役員 100％
（18回/18回）

2 再 任
　

いばらき

茨木　
のぶやす

暢靖 男 性
　

取締役・常務執行役員
ADM本部長 兼 高度技術長

100％
（18回/18回）

3 再 任
　

かわかみ

川上　
あつし

淳 男 性
　

取締役・常務執行役員
経営戦略本部長

100％
（18回/18回）

4 再 任
　

し ら す

白須　
ひでひろ

英大 男 性
　

取締役・執行役員
ワイドビジネス事業部長

100％
（18回/18回）

5 再 任
　

かわしま

川島　
ゆ う じ

祐治
社 外

独 立
　

男 性
　

社外取締役 100％
（18回/18回）

6 再 任
　

と う だ

任田　
のぶゆき

信行
社 外

独 立
　

男 性
　

社外取締役 100％
（18回/18回）

7 再任
　

はなかわ

花川　
の り こ

典子
社 外

独 立
　

女 性
　

社外取締役 100％
（18回/18回）

再 任 再任取締役候補者 社 外  社外取締役候補者 独 立 証券取引所の定めに基づく独立役員

　取締役全員（８名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますため、取締役７名の選任をお願いいた
したいと存じます。
　取締役の候補者は次のとおりであります。

（注）各氏の取締役会への出席回数は、在任期間中の開催回数に基づきます。
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取締役選任議案

候補者番号

1 さ か

坂
 

 
も と

元
 

　
あ き

昭
 

 
ひ こ

彦
男 性 再 任

所有する当社株式の数……………… 315,196株
　

（1964年２月１日生）

    1988年    5 月 当社入社
    2006年    7 月 当社ワイドビジネス事業部ワイドビジネス営業部長
    2010年    7 月 当社執行役員経営企画部長
    2011年    9 月 当社取締役・執行役員ＳＩビジネス事業部長
    2014年    7 月 当社取締役・上席執行役員ＳＩビジネス事業部長
    2016年    7 月 当社取締役・常務執行役員営業本部長
    2017年    8 月 株式会社カスタネット代表取締役社長（現在に至る）
    2018年    9 月 当社代表取締役社長・社長執行役員営業本部長
    2019年    7 月 当社代表取締役社長・社長執行役員（現在に至る）

取締役候補者とした理由
　坂元昭彦氏は、長年にわたり当社の事業部門、営業部門及び経営企画部門の要職を経て、当社の代表取締役社長を８年間
務めており、当社事業及び経営管理全般における豊富な業務経験と高い見識を有しております。
　当社は、同氏がこれらの経験と見識を活かして、当社グループの経営全般を統括し、持続的な成長に向けた変革を牽引す
るとともに、業務執行の監督を行うに適任であると判断し取締役候補者といたしました。

［略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況］
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取締役選任議案

候補者番号

2 い ば ら

茨
 

 
き

木
 

　
の ぶ

暢
 

 
や す

靖
男 性 再 任

所有する当社株式の数……………… 184,608株
　

（1960年２月４日生）

    1987年    4 月 当社入社
    2006年    7 月 当社ＳＩビジネス事業部長
    2007年    7 月 当社執行役員ＳＩビジネス事業部長
    2009年    9 月 当社取締役・執行役員ＳＩビジネス事業部長
    2016年    7 月 当社上席執行役員事業推進本部長
    2017年    9 月 当社取締役・上席執行役員事業推進本部長
    2021年    7 月 当社取締役・常務執行役員ＡＤＭ本部長
    2025年    7 月 当社取締役・常務執行役員ＡＤＭ本部長 兼 高度技術長（現在に至る）

取締役候補者とした理由
　茨木暢靖氏は、長年にわたり当社の事業部門の要職を務めたほか、管理部門であるＡＤＭ本部及び事業推進部門において
要職を務めており、当社グループ事業における豊富な業務経験と高い見識及び事業推進分野における高度な専門知識を有し
ております。
　当社は、同氏がこれらの経験と見識を活かして、当社グループの更なる成長に向けたビジネスモデル変革や事業の効率化
を推進するとともに、業務執行の監督を行うに適任であると判断し取締役候補者といたしました。

［略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況］
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取締役選任議案

候補者番号

3 か わ

川
 

 
か み

上
 

　
あ つ し

淳
男 性 再 任

所有する当社株式の数………………… 90,544株
　

（1970年９月12日生）

    2000年    3 月 当社入社
    2011年    7 月 当社ＳＩビジネス事業部金融ソリューション部長
    2016年    7 月 当社執行役員金融ビジネス事業部長
    2018年    9 月 当社取締役・執行役員金融ビジネス事業部長
    2019年    7 月 当社取締役・常務執行役員営業本部長
    2020年    9 月 株式会社ＣＩＪネクスト代表取締役社長
    2024年    9 月 同社代表取締役会長（現在に至る）
    2026年    7 月 当社取締役・常務執行役員経営戦略本部長（現在に至る）

取締役候補者とした理由
　川上淳氏は、当社の事業部門の要職を務めたほか、当社の営業統括である営業部門の要職を務め、当社事業における経験
と実績及び高い見識を有しております。
　当社は、同氏がこれらの経験と見識を活かして、当社グループの更なる成長に向けた各社の連携強化によるグループシナ
ジーの増大をより一層推進するとともに、業務執行の監督を行うに適任であると判断し取締役候補者といたしました。

［略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況］
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取締役選任議案

候補者番号

4 し ら

白 
す

須
 

　
ひ で

英 
ひ ろ

大
男 性 再 任

所有する当社株式の数………………… 20,790株
　

（1978年11月23日生）

    2001年    4 月 当社入社
    2014年    7 月 当社ＳＩビジネス事業部通信・組込ソリューション部長
    2021年    7 月 当社執行役員ＡＤＭ本部副本部長
    2023年    7 月 当社執行役員経営戦略本部長
    2024年    9 月 当社取締役・執行役員経営戦略本部長
    2026年    7 月 インフォテックソリューション株式会社代表取締役会長（現在に至る）
    2026年    7 月 当社取締役・執行役員ワイドビジネス事業部長（現在に至る）

取締役候補者とした理由
　白須英大氏は、当社の事業部門の要職を務めたほか、管理部門であるＡＤＭ本部及び経営戦略本部において要職を務めて
おり、当社グループ事業における豊富な業務経験と高い見識及び経営管理全般における知識を有しております。
　当社は、同氏がこれらの経験と見識を活かして、当社グループの更なる成長に向けたビジネスモデル変革や事業の効率化
を推進するとともに、業務執行の監督を行うに適任であると判断し取締役候補者といたしました。

［略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況］
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取締役選任議案

候補者番号

5 か わ

川
 

 
し ま

島
 

　
ゆ う

祐
 

 
じ

治
男 性 再 任 社 外 独 立

所有する当社株式の数………………… 19,100株
　

（1956年３月４日生）

    1979年    4 月 日本電信電話公社入社
    2007年    6 月 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ執行役員・第二公共システム事業本部長
    2012年    6 月 同社常務執行役員・リージョナルビジネス事業本部長
    2014年    6 月 株式会社ＮＴＴデータアイ代表取締役社長
    2017年    6 月 株式会社ＮＴＴデータ経営研究所代表取締役社長
    2021年    9 月 当社社外取締役（現在に至る）
    2022年    4 月 株式会社システムコーディネイト取締役社長
    2025年    7 月 同社代表取締役社長（現在に至る）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要等
　川島祐治氏は、当社と同業界の企業の要職及び経営を経て、当社事業に関する高い見識及び経営者としての豊富な経験と
実績を有しております。
　当社は、同氏がこれらの経験と見識を活かして、当社の業務執行の監督を行うに適任であると判断しております。また、
独立した客観的な立場から株主をはじめとしたステークホルダーの視点を踏まえたご意見をいただくことで、より透明性の
高い経営の実現に寄与することを期待し、社外取締役候補者といたしました。同氏が選任された場合は、指名・報酬委員と
して当社役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
　なお、同氏の当社社外取締役在任期間は、本総会の終結の時をもって５年であります。

［略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況］
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取締役選任議案

候補者番号

6 と う

任 
だ

田
 

　
の ぶ

信
 

 
ゆ き

行
男 性 再 任 社 外 独 立

所有する当社株式の数………………… 10,100株
　

（1957年７月７日生）

    1980年    4 月 株式会社日立製作所入社
    2006年    4 月 同社情報・通信グループ公共システム事業部全国公共システム本部長
    2010年    4 月 同社情報・通信システム社公共システム事業部長
    2010年    4 月 北京日立北工大信息系統有限公司董事長
    2013年    4 月 株式会社日立ソリューションズ執行役員社会・公共システム事業本部公共システム事業部長
    2015年    4 月 日立アイ・エヌ・エス・ソフトウェア株式会社代表取締役社長
    2018年    4 月 株式会社日立社会情報サービス代表取締役社長
    2022年    9 月 当社社外取締役（現在に至る）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要等
　任田信行氏は、当社と同業界の企業の要職及び経営を経て、当社事業に関する高い見識及び経営者としての豊富な経験と
実績を有しております。
　当社は、同氏がこれらの経験と見識を活かして、当社の業務執行の監督を行うに適任であると判断しております。また、
独立した客観的な立場から株主をはじめとしたステークホルダーの視点を踏まえたご意見をいただくことで、より透明性の
高い経営の実現に寄与することを期待し、社外取締役候補者といたしました。同氏が選任された場合は、指名・報酬委員と
して当社役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
　なお、同氏の当社社外取締役在任期間は、本総会の終結の時をもって４年であります。

［略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況］
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取締役選任議案

候補者番号

7 は な

花 
か わ

川
 

　
の り

典
 

 
こ

子
女 性 再 任 社 外 独 立

所有する当社株式の数 ………………… 5,900株
　

（1961年8月21日生）

    1984年    4 月 当社入社
    2000年    3 月 博士（工学）（奈良先端科学技術大学院大学）取得
    2000年    4 月 株式会社日立製作所入社
    2004年    4 月 阪南大学経営情報学部企業情報研究科准教授
    2005年    4 月 同大学情報センター長
    2006年    4 月 同大学経営情報学部企業情報研究科教授
    2023年    9 月 当社社外取締役（現在に至る）
    2024年    4 月 阪南大学総合情報学部企業情報研究科教授（現在に至る）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要等
　花川典子氏は、当社事業に関する高い見識と知見を有しております。
　当社は、同氏がこれらの見識と知見を活かして、当社の業務執行の監督を行うに適任であると判断しております。また、
独立した客観的な立場から株主をはじめとしたステークホルダーの視点を踏まえたご意見をいただくことで、より透明性の
高い経営の実現に寄与することを期待し、社外取締役候補者といたしました。同氏が選任された場合は、指名・報酬委員と
して当社役員候補者の選定や役員報酬等の決定に対し、客観的・中立的立場で関与いただく予定です。
　同氏は会社の経営に直接関与した経験はありませんが、上記の理由により社外取締役としての職務を適切に遂行できるも
のと判断しております。
　なお、同氏の当社社外取締役在任期間は、本総会の終結の時をもって３年であります。

［略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況］

（注） １. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 川島祐治氏、任田信行氏及び花川典子氏は、社外取締役候補者であります。
３. 当社は、川島祐治氏、任田信行氏及び花川典子氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け

出ております。各氏の再任が承認された場合は、引き続き各氏を独立役員として指定する予定であります。
４. 当社は、当社定款に基づき、川島祐治氏、任田信行氏及び花川典子氏との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しております。当社は、各氏の再任が承認された場合には本契約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠
償責任の限度額は法令が定める額としております。

５. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当社取締役を含む被保険
者がその職務の執行に責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けとることによって生ずることのある損害について、当
該保険契約によって塡補することとしております。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となりま
す。また、次回更新時においても、同内容での更新を予定しております。
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監査役選任議案

第２号議案 監査役１名選任の件

ふ じ

藤
 

 
わ ら

原
 

　
と お し

遠
男 性　 新 任

　
社 外

　
独 立

　
所有する当社株式の数………………… 0株

　
（1961年６月５日生）

    1985年    4 月 日本電信電話株式会社入社
    2014年    6 月 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ執行役員
    2017年    6 月 同社取締役常務執行役員
    2018年    6 月 同社代表取締役副社長執行役員
    2023年    6 月 株式会社ＮＴＴデータ先端技術代表取締役社長
    2023年    6 月 株式会社ＮＴＴデータＭＳＥ代表取締役社長
    2023年    6 月 株式会社ＮＴＴデータグループ顧問
    2026年    6 月 株式会社ＮＴＴデータ・ウィズ監査役（現在に至る）
    2026年    6 月 株式会社ＮＴＴデータ東海監査役（現在に至る）

社外監査役候補者とした理由
　藤原遠氏は、当社と同業界の企業経営を経て、経営者としての豊富な経験と実績及び高い見識を有しております。
　当社は、同氏がこれらの経験と見識を活かして、取締役の職務執行の監査を行うに適任であると判断しております。ま
た、独立した客観的な立場から株主をはじめとしたステークホルダーの視点を踏まえたご意見をいただくことで、より透明
性の高い経営の実現に寄与するものと判断し、社外監査役候補者といたしました。

　監査役植木英次氏は、本総会の終結の時をもって辞任となりますため、監査役１名の選任をお願いいたしたい
と存じます。なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役の候補者は次のとおりであります。

［略歴、地位及び重要な兼職の状況］

（注） １. 藤原遠氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 藤原遠氏は、社外監査役候補者であります。
３. 当社は、藤原遠氏の選任が承認された場合は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定する予定であります。
４. 当社は、藤原遠氏の選任が承認された場合は、当社定款に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する

予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が定める額としております。
５. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、当社監査役を含む被保険

者がその職務の執行に責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けとることによって生ずることのある損害について、当
該保険契約によって塡補することとしております。候補者が監査役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となりま
す。また、次回更新時においても、同内容での更新を予定しております。
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取締役（社外取締役を除く）の報酬改定議案

第３号議案 取締役（社外取締役を除く）の報酬改定の件
　業務執行上、自宅と離れた地域に居住する必要が生じた取締役に対し、業務執行を迅速かつ円滑に行うことを
目的として、社外取締役を除く取締役を対象に、取締役会で承認された社宅制度に従い社宅の提供を行う場合が
あります。今般、役員報酬の透明性および客観性をより高めることを目的として、当該取締役への社宅の提供に
要する費用を、会社法第361条第１項第6号に規定されている金銭でない報酬として付与することにつきご承認
をお願いいたします。

　取締役の報酬限度額は、2024年９月19日開催の第49回定時株主総会において年額280百万円以内（うち、
社外取締役の報酬額は年額30百万円以内）と決議いただき、今日に至っております。

　具体的な内容につきまして、提供する社宅は一般標準的なものとし、当社が社宅として借り上げる総賃借料
（管理費及び共益費等を含む）と、当社が社宅料として当該取締役より徴収する総額との差額の合計額は、年額
10百万円以内といたしたく存じます。ただし､この10百万円を含めて､上記取締役の報酬限度額年額280百万円
以内となるようにいたします。

　なお、現在の取締役は８名（うち社外取締役３名）でありますが、第１号議案が原案どおり承認可決されます
と、取締役は７名（うち社外取締役３名）となります。また、当社は事業報告「３．会社役員に関する事項
（４）取締役及び監査役の報酬等 ①取締役報酬等の内容の決定に関する方針等」に記載のとおり、取締役の個
人別の報酬等の内容にかかる決定方針を定めております。本議案は、独立社外取締役を過半数とする指名・報酬
委員会の答申を得た上で、取締役会で決定しており、相当であるものと判断しております。
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ご参考

氏名 当社における地位 独立役員

能力及び経験

企業経営 IT開発・
R&D

営業・
マーケティ
ング

人事・
労務・
人材開発

経営管理
(ESG含む) 財務会計

法務・
リスクマネ
ジメント

グローバル
経験

坂元　昭彦 代表取締役社長
社長執行役員 ● ● ● ● ● ● ●

茨木　暢靖 取締役
常務執行役員 ● ● ● ● ●

川上　淳 取締役
常務執行役員 ● ● ● ● ● ● ●

白須　英大 取締役
執行役員 ● ● ● ● ● ●

川島　祐治 社外取締役 ● ● ● ● ● ●

任田　信行 社外取締役 ● ● ● ● ● ●

花川　典子 社外取締役 ● ● ●

(ご参考) 第１号議案をご承認いただいた場合の取締役会体制
　当社の取締役が有している能力・経験は次のとおりであります。

（注） １. 上記一覧表は、取締役の有するすべての知見を表すものではありません。
２. 代表取締役は本株主総会終了後の取締役会において選定されます。

以　上
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事業の経過及び成果、資金調達の状況、設備投資の状況

事業報告（2025年７月１日から2026年６月30日まで）

1  企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及び成果
　当連結会計年度（2025年７月１日～2026年６月30日）におけるわが国経済は、物価上昇や米国の通商政
策、金融資本市場の変動、中東情勢等による影響を受けたものの、国内の雇用・所得環境が改善する中で各種政
策の効果もあり、景気は緩やかに回復の動きが続きました。
　情報サービス産業におきましては、デジタル化の進展を背景に生成AIをはじめとするデジタル技術の活用が、
業務の効率化やビジネスモデル変革を推し進める上であらゆる組織にとって重要な要素となっております。この
ような背景の下、組織の競争力強化を目的としたIT投資は拡大基調に推移しております。

　このような経営環境の下で当社グループは、2025年６月期から2027年６月期の３ヵ年にわたる中期経営計
画「Become the strategic partner with IT（通称：BEIT50）」を実行しております。本計画では、お客様固
有の戦略をもって個々にアプローチを行い、IT企業、一般法人、公共分野など多岐にわたるお客様それぞれに特
化したパートナーシップを発揮することで、持続的な成長を目指しております。

　経営方針に基づいて取り組みを推進し、当連結会計年度における主な活動・成果は以下のとおりであります。
①事業環境の変化に適応し、新領域へ挑戦

・公共分野の事業拡大を図るため、官公庁及び社会インフラ系のシステム開発に豊富な取引実績を有するイ
ンフォテックソリューション株式会社を2025年12月１日に連結子会社化しました。

・AI駆動開発（システム開発の各工程に生成AIの活用を前提に位置付ける手法）の導入に向け、上流工程へ
の適用拡大も視野に入れつつ、まずは製造・単体テストにおいて開発生産性と品質の向上のための取り組
みを開始しました。

②特化型SEの育成推進
・グローバルビジネス・デジタルソリューションR&D推進本部が中心となり、これまでの研究成果を基に生

成AIを開発プロセスへ適用し実業務にて活用するための技術をグループ全体に共有しました。
・顧客への生成AIソリューション展開に向け、RAG（検索拡張生成）技術に特化した実践的なハンズオン研

修を実施し技術者の育成に取り組みました。
③サステナビリティ経営の推進

・ESG・環境影響を評価開示するプラットフォームであるEcoVadis、CDPへの回答を通じて、TCFDに準
拠した情報開示と気候変動対策についての取り組みを継続して実施しました。

・サプライチェーン上のパートナーと持続可能な関係を構築するため、調達方針及びサステナビリティ推進
ガイドラインの策定並びに、人権デューディリジェンスの実施計画の立案に取り組みました。

・企業価値向上と持続的な成長に向けて、事業環境の変化や社会的要請を踏まえた重要課題（マテリアリテ
ィ）の特定に取り組みました。
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事業の経過及び成果、資金調達の状況、設備投資の状況

当期の業績

売上高 294.2億円 ( 前期比
9.4％増 ) 営業利益 26.1億円 ( 前期比

20.7％増 )
経常利益 26.6億円 ( 前期比

20.8％増 ) 親会社株主に帰属
する当期純利益 18.0億円 ( 前期比

20.7％増 )

　当連結会計年度の連結業績につきましては、公共分野、エネルギー分野の受注が堅調に推移したこと等によ
り、売上高は294億24百万円（前期比25億25百万円増　9.4％増）となりました。利益につきましては、売上
高の増収、及び前期において発生した一部案件の想定を上回るコスト増を当期は抑えられたこと等により前期比
で大幅に増加し、営業利益は26億19百万円（前期比４億48百万円増　20.7％増）、経常利益は26億63百万円
（前期比４億58百万円増　20.8％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は18億４百万円（前期比３億９百万
円増　20.7％増）となりました。

　当社グループの単一セグメントであります「システム開発及びシステム開発に関連するサービス（システム開
発等）」の売上品目別の業績概況は、以下のとおりであります。

①システム開発
　公共分野、エネルギー分野の受注が堅調に推移したこと等により、増収となりました。
　この結果、本売上品目の売上高は249億36百万円（前期比7.0％増）となりました。

②コンサルテーション及び調査研究
　情報・通信分野におけるプロジェクト支援や技術支援案件等の受注が堅調に推移し、増収となりました。
　この結果、本売上品目の売上高は11億40百万円（前期比10.3％増）となりました。

③システム／パッケージ・インテグレーション・サービス
　公共分野向けのシステム導入支援案件及び福祉総合システムの受注が堅調に推移し、増収となりました。
　この結果、本売上品目の売上高は11億16百万円（前期比30.1％増）となりました。

④その他
　情報・通信分野における運用保守案件の受注が堅調に推移し、増収となりました。
　この結果、本売上品目の売上高は22億31百万円（前期比30.7％増）となりました。

(2) 資金調達の状況
　該当事項はありません。

(3) 設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資の総額は160百万円で、その主なものは、事務所増床・改築等費用でありま
す。
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財産及び損益の状況

区　　　　分
第48期

2022.７.１～
2023.６.30

第49期
2023.７.１～
2024.６.30

第50期
2024.７.１～
2025.６.30

第51期
2025.７.１～
2026.６.30

（当連結会計年度）
売 上 高 (百万円) 22,859 25,733 26,899 29,424
営 業 利 益 (百万円) 1,829 1,964 2,170 2,619
経 常 利 益 (百万円) 1,839 1,993 2,204 2,663
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 (百万円) 1,142 948 1,495 1,804

１株当たり当期純利益 (円) 19.51 16.35 26.10 31.96
総 資 産 (百万円) 17,775 18,497 18,676 19,394
純 資 産 (百万円) 14,139 14,509 14,516 15,000

22,859

第48期
（2023年6月期）

25,733

第49期
（2024年6月期）

26,899

第50期
（2025年6月期）

29,424

第51期
（2026年6月期）

（単位：百万円）売上高

第48期
（2023年6月期）

1,829

第49期
（2024年6月期）

1,964

第50期
（2025年6月期）

2,170

第51期
（2026年6月期）

2,619
（単位：百万円）営業利益

第48期
（2023年6月期）

1,839

第49期
（2024年6月期）

1,993

第50期
（2025年6月期）

2,204

第51期
（2026年6月期）

2,663
（単位：百万円）経常利益

第48期
（2023年6月期）

1,142

第49期
（2024年6月期）

948

第50期
（2025年6月期）

1,495

第51期
（2026年6月期）

1,804
（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

第48期
（2023年6月期）

19.51

第49期
（2024年6月期）

16.35

第50期
（2025年6月期）

26.10

第51期
（2026年6月期）

31.96

（単位：円）1株当たり当期純利益

第48期
（2023年6月期）

17,775

14,139

第49期
（2024年6月期）

18,497

14,509

第50期
（2025年6月期）

18,676

14,516

第51期
（2026年6月期）

19,394

15,000

（単位：百万円）総資産／純資産
■総資産　■純資産

(4) 財産及び損益の状況

（注）1. 当社は、2023年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合、2024年４月１日付で普通株式1株につき1.5株の割合で株式
分割を行っております。第48期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。

2. １株当たり当期純利益を除き、百万円未満を切り捨てて表示しております。
3. １株当たり当期純利益は期中平均株式数に基づき算出しております。
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中期経営計画の状況

2025年６月期 2026年６月期 2027年６月期
売 上 高 270億円 285億円 300億円
営 業 利 益 20.5億円 22.5億円 24.0億円
営業利益率 7.6％ 7.9％ 8.0％

2025年６月期 2026年６月期 2027年６月期

実績 実績（当期） 計画（見直し前）
2025年８月６日公表

計画（見直し後）
2026年８月５日公表

売 上 高 268.9億円 294.2億円 300億円 310億円
営 業 利 益 21.7億円 26.1億円 24.0億円 27.5億円
営業利益率 8.1％ 8.9％ 8.0％ 8.8％

(5) 中期経営計画の状況
　【中期経営計画の概要】

　当社グループは、2025年６月期から2027年６月期までの３ヵ年にわたる中期経営計画「BEIT50」にお
いて、2027年６月期の最終年度に向けて段階的な成長を遂げながら、売上高は300億円、営業利益は24.0
億円を達成する目標としておりました。

（中期経営計画：計画）

　【中期経営計画の進捗】
　２年目にあたる2026年６月期におきましては、売上高は公共分野、エネルギー分野の受注が堅調に推移
したこと等により計画を達成いたしました。また営業利益におきましても、売上高の増収、及び前期におい
て発生した一部案件の想定を上回るコスト増を当期は抑えられたこと等により前期比で大幅に増加し、計画
を達成いたしました。

　【次年度（2027年６月期）の計画】
　２年目の計画を達成したこと、当連結会計年度よりグループに加わったインフォテックソリューション株
式会社の連結業績への寄与及び既存事業の伸長等を踏まえ、2025年８月６日に公表した中期経営計画
「BEIT50」の見直しをさらに上方修正し、売上高は310億円、営業利益は27.5億円を目指すことといたし
ました。

（中期経営計画：進捗状況と次年度の計画見直し）
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対処すべき課題

(6) 対処すべき課題
　当社グループは事業環境や顧客ニーズ、企業価値等のあらゆる変化に対応していくため、経営方針に沿って課
題解決に向けた戦略・施策を積極的に実施しています。経営方針は、以下の３つの推進方針（①～③）と２つの
達成方針（④～⑤）を掲げており、推進方針に沿って各種施策を強化し、達成方針の実現を目指しております。

① 事業環境の変化に適応し、新領域へ挑戦
② 特化型SEの育成推進
③ サステナビリティ経営の推進
④ Trust relationship強化で、お客様の事業拡大への貢献
⑤ プライムビジネスの更なる拡大

　当連結会計年度（2025年7月1日～2026年6月30日）を終えての各課題の内容及び対応策は、以下のとおり
であります。
① 事業環境の変化に適応し、新領域へ挑戦についての課題
　IT業界を取り巻く事業環境は日々変化を続けており、近年では生成AIをはじめ、企業がDXを実現するための
新しい技術や仕組みが次々と生み出されています。同時に、社会のITニーズも旺盛かつ多様化しており、それら
の需要に迅速に対応することがIT企業に求められています。これまでの企業固有なシステムの独自開発から、パ
ッケージ製品や汎用的なサービスを活用してシステム構築するケースも増えております。労働市場においては、
国内では人口減少・少子高齢化が進む中、業界内ではIT人材の需要が増加しており、その確保が困難になってき
ております。
　当社グループにおきましては、これらのITニーズの変化を機会と捉え、得意とする独自開発を維持しつつ、パ
ッケージ製品や汎用的なサービスへの対応に取り組んでまいります。また、IT人材の確保に対応するため、国内
においては引き続き新卒・経験者の採用活動に尽力するとともに、海外のIT人材の活用に努めてまいります。

② 特化型SEの育成推進についての課題
　事業環境の変化に適応するためには、個々の技術者の技術力、プロジェクトマネジメント能力、業種・業界に
特化したノウハウや経験等を有する人材の育成が重要であります。
　当社グループにおきましては、これらの能力に特化したスペシャリストの育成を推進するため、社員の能力に
応じたキャリアアップを推進し、個々のスキル向上を図ります。教育体制の強化に加え、人材開発面への投資も
行なってまいります。また、研究開発の成果やプロジェクトマネジメント等に関するナレッジを蓄積し、社員へ
の共有を促進することで、全社員の能力向上の効率化を図ります。
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③ サステナビリティ経営の推進についての課題
　当社グループは、社員やお客様等、当社を取り巻くすべてのステークホルダーによって事業活動が成立すると
考えております。また、長期的な視点で社会の持続可能性に配慮したサステナビリティ経営を目指し、これまで
もさまざまな取り組みを続けてまいりました。
　このような状況の中、当社グループは事業環境の変化や社会的要請を踏まえた重点課題（マテリアリティ）の
特定に取り組みつつ、今後もより一層、社会の持続可能性に配慮した企業活動を推進いたします。事業活動とし
て多種多様な領域へ情報技術を提供することにより人々の利便性向上を実現し、また、健康経営やダイバーシテ
ィ、CSR等の取り組みを強化することで当社に関わるすべてのステークホルダーのサステナビリティに貢献し、
企業価値の向上を図ってまいります。

④ Trust relationship強化で、お客様の事業拡大への貢献についての課題
　当社グループは、各分野で付加価値の高い情報システムを提供することでお客様から信頼を獲得し、長期的な
取引の継続につなげることをビジネスの基本としております。当連結会計年度では、SIerからの受注が堅調に推
移し、SIer売上高及びSIer売上高比率が増加しました。
　今後もこの関係性を維持・強化したうえで、お客様の事業拡大により一層貢献できるパートナーを目指してま
いります。また、システム開発のみならず、ソリューションやコンサルティングから運用保守まで幅広くワンス
トップでサービス提供することで、お客様との信頼関係をより一層強化してまいります。さらに、お客様のビジ
ネスの変化にも対応するため、お客様の事業戦略を理解し、お客様の事業拡大に貢献できるよう努めてまいりま
す。

⑤ プライムビジネスの更なる拡大についての課題
　当社グループは、顧客との直接取引（プライム）による高収益な事業構造への転換を目指し、プライム案件の
受注拡大を推進しております。当連結会計年度では、製品・サービスおよびソリューションの事業領域を一定程
度拡大し、プライム売上高が増加しましたが、SIer案件の受注増加によりプライム売上高比率は微減となりまし
た。
　プライムビジネスの更なる拡大を図るため、事業変化への対応や特化型SEの育成を通じて、お客様からの受注
拡大を推進してまいります。製品・サービスおよびソリューションにおきましては、新たな製品開発に向けた投
資や展示会への出展、販促等のPR活動を強化し拡販を図るほか、業務提携先との連携による海外マーケットへの
進出をより一層推進してまいります。
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主要な事業内容、主要な事業所

(7) 主要な事業内容（2026年６月30日現在）
　当社グループが行っている事業である「システム開発及びシステム開発に関連するサービス（システム開発
等）」の売上品目は以下のとおりであります。

① システム開発
② コンサルテーション及び調査研究
③ システム／パッケージ・インテグレーション・サービス
④ その他

名　　　　　称 所　　　　　在　　　　　地
本社 神奈川県横浜市
北海道支社 北海道札幌市
東京事業所 東京都中央区
中部事業所 愛知県名古屋市
関西事業所 大阪府大阪市
九州支社 福岡県福岡市

名　　　　　称 所　　　　　在　　　　　地
株式会社ＣＩＪネクスト 東京都品川区
株式会社カスタネット 福岡県福岡市
日本ファイナンシャル・エンジニアリング株式会社 東京都中央区
株式会社ａ－ＬＩＮＫ 神奈川県横浜市
株式会社ｉ－ＢＲＩＤＧＥ 神奈川県横浜市
i-BRIDGE Systems Philippines Inc. フィリピン パシグ市
日伸ソフトウエア株式会社 東京都渋谷区
株式会社アドバンスソフト 愛知県名古屋市
インフォテックソリューション株式会社 東京都豊島区

(8) 主要な事業所（2026年６月30日現在）
① 当社

② 子会社
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重要な子会社の状況、企業集団の従業員の状況、主要な借入先の状況

会　　　社　　　名 資本金の額 出資比率 主な事業内容
株式会社ＣＩＪネクスト 100百万円 100.0％ システム開発
株式会社カスタネット 100百万円 100.0％ システム開発
日本ファイナンシャル・エンジニアリング株式会社 30百万円 100.0％ システム開発
株式会社ａ－ＬＩＮＫ 50百万円 100.0％ システム開発
株式会社ｉ－ＢＲＩＤＧＥ 50百万円 100.0％ システム開発
日伸ソフトウエア株式会社 24百万円 100.0% システム開発
株式会社アドバンスソフト 10百万円 100.0% システム開発
インフォテックソリューション株式会社 25百万円 100.0% システム開発

(9) 重要な子会社の状況

（注）1. 当社の完全子会社である日伸ソフトウエア株式会社及び日本ファイナンシャル・エンジニアリング株式会社は、2026年７月
１日を効力発生日として、日伸ソフトウエア株式会社を存続会社、日本ファイナンシャル・エンジニアリング株式会社を消
滅会社とする吸収合併を行いました。また、日伸ソフトウエア株式会社は、同日付で商号を株式会社ＣＩＪウィービングに
変更しております。

2. 当社の完全子会社である株式会社ａ－ＬＩＮＫ及び株式会社ｉ－ＢＲＩＤＧＥは、2026年７月１日を効力発生日として、株
式会社ａ－ＬＩＮＫを存続会社、株式会社ｉ－ＢＲＩＤＧＥを消滅会社とする吸収合併を行いました。

3. 当社は2025年12月１日付でインフォテックソリューション株式会社の全株式を取得し、同社を連結子会社といたしまし
た。

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数
1,765名 88名増 38.5歳 13.3年

(10) 企業集団の従業員の状況（2026年６月30日現在）

（注）1. 従業員数には、役員、嘱託社員、臨時従業員は含みません。
2. 当社グループはシステム開発等の単一セグメントであるため、セグメント別従業員数の記載を省略しております。

借　　　　入　　　　先 借　入　金　残　高
株式会社三井住友銀行 110百万円
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 100百万円
株式会社横浜銀行 100百万円
株式会社神奈川銀行 100百万円

(11) 主要な借入先の状況（2026年６月30日現在）

（注）借入金残高は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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会社の状況に関する事項

2  会社の状況に関する事項

金融・証券
12.41％

個人・その他
62.69％

当社（自己株式）
13.84％
外国法人等
1.91％

国内法人
9.15％

所有者別の株式保有比率
① 発行可能株式総数 190,080,000株
② 発行済株式の総数 64,798,288株

（自己株式8,967,804株を含む。）
（注）2025年８月28日付で実施した自己株式の消却により、発行済

株式の総数は前期末と比べて2,000,000株減少しております。
③ 単元株式数 100株
④ 株主数 29,653名

(1) 株式に関する事項（2026年６月30日現在）

⑤ 大株主（上位10名）
株　　　　主　　　　名 持　株　数 持株比率

株 ％
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,043,400 7.24
株式会社システナ 3,200,000 5.73
ＣＩＪ社員持株会 2,259,607 4.04
株式会社ＮＴＴデータ 1,710,720 3.06
光通信ＫＫ投資事業有限責任組合 1,369,500 2.45
大鹿　正彦 1,185,306 2.12
東洋証券株式会社 1,174,692 2.10
中野　正三 1,084,752 1.94
ＣＩＪネクスト従業員持株会 795,818 1.42
重田　康光 708,120 1.26

（注）1. 当社は自己株式8,967,804株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
2. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑥　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
　該当事項はありません。
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会社の状況に関する事項

取得期間 決定機関 取得株式数 取得総額
2026年２月10日～
　2026年５月29日 取締役会 987,000株 499,989,600円

⑦　自己株式の取得状況
　経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行及び資本効率の向上並びに株主価値の向上を図るた
め、以下のとおり自己株式の取得を行いました。

(2) 新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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3  会社役員に関する事項

地　　　　位 氏　　　　名 担当及び重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 社 長
社 長 執 行 役 員 坂 元 昭 彦 株式会社カスタネット代表取締役社長

取 締 役
常 務 執 行 役 員 茨 木 暢 靖 ＡＤＭ本部長 兼 高度技術長

取 締 役
常 務 執 行 役 員 川 上 　 淳

営業統括本部長 兼 グローバルビジネス・デジタルソリ
ューションＲ＆Ｄ推進本部長
株式会社ＣＩＪネクスト代表取締役会長

取 締 役
上 席 執 行 役 員 久 保 重 成 デジタルイノベーションビジネス事業部長

取 締 役
執 行 役 員 白 須 英 大 経営戦略本部長

株式会社ｉ－ＢＲＩＤＧＥ代表取締役社長

取 締 役 川 島 祐 治 株式会社システムコーディネイト代表取締役社長

取 締 役 任 田 信 行

取 締 役 花 川 典 子 阪南大学総合情報学部企業情報研究科教授

常 勤 監 査 役 秋 山 達 也

監 査 役 吉 野 松 樹

監 査 役 植 木 英 次 株式会社京都フィナンシャルグループ社外取締役
（監査等委員）

(1) 取締役及び監査役の氏名等（2026年６月30日現在）

（注）1. 取締役川島祐治氏、任田信行氏及び花川典子氏は社外取締役であります。
2. 常勤監査役秋山達也氏、監査役吉野松樹氏及び植木英次氏は、社外監査役であります。
3. 当社は、取締役川島祐治氏、任田信行氏及び花川典子氏、常勤監査役秋山達也氏、監査役吉野松樹氏及び植木英次氏を株式

会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社定款においては、会社法第427条第１項の規定により、当社と取締役（業務執行取締役等である者を除
く。）及び監査役との間に、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結できる規定を設けてお
ります。当社は、当該定款規定に基づき、各社外取締役及び各監査役との間で責任限定契約を締結しておりま
す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が定める額としております。
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(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で、当社の取締役及び監査役（当事業年度中に在任していた者を含む。）を被保険者
とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、保険料は全額当社が負
担しております。
　当該保険契約の内容の概要は、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る
請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会社が塡補するものであり、１年毎
に契約更新しております。

(4) 取締役及び監査役の報酬等
① 取締役報酬等の内容の決定に関する方針等

　当社は、2020年３月23日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を
決議しており、以後、適宜改定を行っております。当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内
容に関して独立社外取締役を過半数とする指名・報酬委員会（委員長は独立社外取締役）へ諮問し、答申を
受けております。
　また、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等については、指名・報酬委員会による客観的な視点から
の答申を踏まえて、株主総会で決議された報酬総額の範囲内で決定しており、取締役会はその内容が決定方
針に沿うものであると判断しております。

② 取締役の個人別の報酬の内容にかかる決定方針の内容
　当社取締役の役員報酬体系は、固定報酬（基本）、年次インセンティブ（業績連動報酬等）及び中長期イ
ンセンティブ（在任時株式支給、退任時株式支給）から構成されております。
・固定報酬（基本）は、役位ごとの役割の大きさと責任範囲に応じた基本報酬額とし、同業、同規模企業の

支給額を踏まえ適切な水準としております。
・年次インセンティブ（業績連動報酬等）は、前年度の売上高、利益などの達成度に基づき、一定の計算式

を用いて算出しております。売上高、利益などを用いる理由は、売上高、利益などの増加が中長期的な株
主資本の増加につながり、企業の持続的発展として株主の意向に沿うものと認識するためであります。

・中長期インセンティブ（在任時株式支給、退任時株式支給）は、中長期的な企業価値の向上の観点から在
任時株式支給と退任時株式支給から成っています。在任時株式支給としては、当社株式取得のための役員
持株会拠出金の払い込みに充てる原資とする金銭報酬としております。退任時株式支給としては、譲渡制
限付株式（RS）を交付する非金銭報酬としております。

なお、社外取締役の報酬は、高い独立性の確保の観点から業績との連動は行わず、固定報酬のみを支給しま
す。

③ 監査役の報酬方針
　監査役の報酬は、株主総会で決議された額の範囲内で各監査役間の協議により決定しております。その職
責が取締役執行の監査であることから、業績連動の報酬は支給しないこととしております。
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会社役員に関する事項

区　分
報 酬 等
の 総 額

（ 百 万 円 ）

内訳
支 給
人 数

（ 名 ）
金銭報酬（百万円） 非金銭報酬（百万円）

（譲渡制限付株式）

固定報酬 業績連動
報酬等

在任時
株式支給 合計 退任時

株式支給 合計

取締役
（うち社外
取締役）

148
(18)

109
(18)

18
(－)

20
(－)

148
(18)

－
(－)

－
(－)

8
(3)

監査役
（うち社外
監査役）

16
(16)

16
(16)

－
(－)

－
(－)

16
(16)

－
(－)

－
(－)

3
(3)

合計
（うち社外

役員）
165
(34)

126
(34)

18
(－)

20
(－)

165
(34)

－
(－)

－
(－)

11
(6)

(5) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等の額

（注）1. 2024年９月19日開催の第49回定時株主総会において取締役の金銭報酬による報酬限度額は年額２億８千万円以内（うち社
外取締役の報酬額は年額３千万円以内）と決議いただいております。第49回定時株主総会終結時点での取締役の員数は８名
（うち社外取締役３名）であります。また、金銭報酬とは別枠で、2021年９月16日開催の第46回定時株主総会において取
締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬枠は、年間35千株以内と決議いただいております
（なお、株式数の上限は2022年４月１日付けで実施した普通株式１株につき1.2株の株式分割、2023年４月１日付けで実
施した普通株式１株につき２株の株式分割及び2024年４月１日付けで実施した普通株式１株につき1.5株の株式分割による
調整後、年間126千株以内となっております。）。第46回定時株主総会終結時点での取締役（社外取締役を除く。）の員数
は６名であります。

2. 1999年９月17日開催の第24回定時株主総会において監査役の報酬限度額は年額３千万円以内と決議いただいております。
第24回定時株主総会終結時点での監査役の員数は３名であります。

3. 当事業年度末現在の取締役は８名(うち社外取締役３名)、監査役は３名(うち社外監査役３名)であります。
4. 業績連動報酬等に係る業績指標は前連結会計年度（第50期）の売上高、利益の各項目であり、その実績は事業報告「1 企業

集団の現況に関する事項（4）財産及び損益の状況」に記載のとおりであります。
5. 取締役会は、代表取締役坂元昭彦に対し各取締役の基本報酬の額及び社外取締役を除く各取締役の担当部門の業績等を踏ま

えた評価による業績連動報酬等の額の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役
の担当部門について評価を行うには代表取締役が適していると判断したためであります。なお、委任された内容の決定にあ
たっては、事前に指名・報酬委員会がその妥当性等について確認しております。
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4  社外役員に関する事項

区　分 氏　名
取締役会
出席回数

（出席率）

監査役会
出席回数

（出席率）

主な活動状況及び
社外取締役に期待される役割に関して

行った職務の概要

社外取締役 川 島 　 祐 治 18回/18回
（100%）

ー
（ ー ）

当社の業務執行者から独立した立場
で議案の審議や経営判断に必要な発
言及び提言を行っており、透明性の
高い経営の実現に寄与するための適
切な役割を果たしております。

社外取締役 任 田 　 信 行 18回/18回
（100%）

ー
（ ー ）

当社の業務執行者から独立した立場
で議案の審議や経営判断に必要な発
言及び提言を行っており、透明性の
高い経営の実現に寄与するための適
切な役割を果たしております。

社外取締役 花 川 　 典 子 18回/18回
（100%）

ー
（ ー ）

当社の業務執行者から独立した立場
で議案の審議や経営判断に必要な発
言及び提言を行っており、透明性の
高い経営の実現に寄与するための適
切な役割を果たしております。

社外監査役 秋 山 　 達 也 18回/18回
（100%）

14回/14回
（100%）

当社の業務執行者から独立した立場
で、必要に応じて、法令及び定款遵
守に係る見地から発言を行っており
ます。

社外監査役 吉 野 　 松 樹 18回/18回
（100%）

14回/14回
（100%）

当社の業務執行者から独立した立場
で、必要に応じて、法令及び定款遵
守に係る見地から発言を行っており
ます。

社外監査役 植 木 　 英 次 17回/18回
（94.4%）

14回/14回
（100%）

当社の業務執行者から独立した立場
で、必要に応じて、法令及び定款遵
守に係る見地から発言を行っており
ます。

(1) 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　社外取締役及び社外監査役の重要な兼職の状況については「3 会社役員に関する事項 (1) 取締役及び監査
役の氏名等」に記載のとおりであります。
　なお、兼職先である法人等と当社との間に特別な関係はありません。

(2) 当事業年度における主な活動状況

（注）各氏の取締役会及び監査役会への出席回数は、在任期間中の開催回数に基づきます。
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5  会計監査人に関する事項

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 57百万円

当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 57百万円

(1) 会計監査人の名称
有限責任 あずさ監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分し
ておらず、実質的にも区分できないため、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載して
おります。

2. 当社監査役会は、取締役会、社内関係部署及び会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会計監査人の監
査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積の算出根拠等を検討した結果、会計監査人の報酬等につ
き、会社法第399条第１項の同意を行っております。

(3) 非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の業務を委託しておりませ
ん。

(4) 責任限定契約の内容の概要
　当社定款においては、会社法第427条第１項の規定により、当社と会計監査人との間に、会社法第423条
第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結できる規定を設けております。当社は、当該定款規定に基づ
き、会計監査人との間で責任限定契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令
が定める額としております。

(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社は、会社法第340条に基づき、監査役会による会計監査人の解任を行うほか、会計監査人の適格性、
独立性を害する事由等の発生により、適切な監査の遂行が困難であると認められる場合、会計監査人の解任
または不再任に関する議案の内容を監査役会が決定し、取締役会は当該議案を株主総会に提出いたします。
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6  会社の体制及び方針

内部統制システムの基本方針

　当社は「情報技術で人と社会にやさしい未来を創造します」を企業理念とし、下記の経営理念に基づい
て企業活動を行う。
(1) 情報技術でお客様の発展に貢献します
(2) 世界に認められる技術や魅力ある製品の開発を目指します
(3) 環境の変化を先取りし、進化し成長します
(4) 社員の能力発現や自己実現への挑戦を支援します
(5) 効率的で透明性の高い経営に努めます

① 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ. 当社及び当社子会社（以下、「当社グループ」という）の取締役及び使用人の職務の執行が、法令

及び定款に適合することを確保するため、企業倫理・企業の社会的責任について示した「CIJグルー
プ行動憲章」及び「CIJグループ行動規範」、その他社内規程を定め、当社グループの取締役及び使
用人はその内容を遵守する。

ロ. 代表取締役社長を委員長とする内部統制委員会を設置し、コンプライアンス、リスク管理等の内部
統制における課題の抽出、管理を行う機関として位置付ける。また、内部統制委員会の活動状況は
定期的に取締役会に報告する。

ハ. 取締役の任期は１年とし経営環境の変化に対応できるようにするとともに、取締役会は社外取締役
を含む取締役から構成し、取締役会の公正性と透明性を確保する。なお、取締役の職務執行状況の
報告と監督を行うため、取締役会は毎月１回以上開催する。

ニ. 業務執行部門から独立した当社の内部監査部門は、当社グループ全体の内部監査を実施し、その結
果を代表取締役社長に報告する。

ホ. 「内部通報制度運用規程」等の社内規程に基づき、法令や企業倫理に反する行為等について会社内
部における通報先または会社外部に通報した者に対し、当該通報をしたことを理由として不利な取
扱いを行わないこととする。

ヘ. 当社グループの取締役及び使用人は、反社会的勢力及び団体とは一切の関係を持たず、毅然とした
態度で対応する。

(1) 業務の適正を確保するための体制
　当社の取締役会決議によって制定しております内部統制システムの基本方針に定める、業務の適正を確保する
ための体制及び方針は以下のとおりであります。
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② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
イ. 「文書管理規程」等の社内規程に基づき、取締役の職務の執行に係る文書（電磁的記録を含む）を

適切に保存、管理する。
ロ. 「情報セキュリティ基本方針」及び情報セキュリティマネジメントシステムに関する社内規程に基

づき、情報を安全かつ適切に管理・利用するための体制を整備する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ. 「リスク管理規程」に基づき、代表取締役社長を統括責任者として、当社グループに重大な影響を

及ぼすリスク全般の管理及びリスク発生時の対応を迅速かつ的確に行える体制を整備する。
ロ. 「事業継続計画書」に基づき、自然災害等の不測の事態においても事業の継続を図る。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ. 「取締役会規程」等の社内規程に基づき、決裁権限を明確にし、取締役の職務の執行が効率的に行

われることを確保する。
ロ. 執行役員制度を導入し、取締役会決定事項以外の重要事項の決定と執行を行わせることで、経営の

意思決定・監督機能と業務執行機能を分離し、役割・責任の明確化、業務執行の迅速化を図る。

⑤ 当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ. 当社は当社子会社の自主性を尊重しつつ、「関係会社管理規程」に基づき当社子会社を管理する。

当社子会社の取締役は、その職務の執行に係る事項について当社に報告を行う。
ロ. 当社から当社子会社への取締役・監査役の派遣、毎月１回定期的に開催する子会社社長会での業務

報告・意見交換及び当社内部監査部門による定期的な監査によって、当社子会社の取締役の職務の
執行が効率的に行われることを確保する。

ハ. 法令を遵守し健全なグループ経営を行うため、当社子会社に対し当社と整合性をもった社内規程や
各種マネジメント体制の整備を要請し、指導する。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制及び
当該使用人の取締役からの独立性に関する事項、並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関
する事項

イ. 監査役がその職務を補助すべき使用人の必要性を認めた場合は、取締役と監査役がその設置につい
て協議し、その人事については取締役と監査役が協議決定する。

ロ. 監査役の職務を補助する使用人への監査業務に関する指揮命令権は監査役に属するものとする。
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⑦ 当社及び当社子会社の取締役・使用人等が監査役に報告をするための体制及び報告をした者が当該報
告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

イ. 取締役及び使用人は取締役会、執行役員会及び予算会議等において定期的に監査役に対し重要な職
務の遂行状況を報告する。また、子会社の取締役及び使用人は子会社社長会等において定期的に監
査役に対し重要な職務の遂行状況等を報告する。

ロ. 「内部通報制度運用規程」等の社内規程に基づき、当社グループの取締役及び使用人等から通報を
受けた通報先は、その内容について遅滞なく監査役に報告することとする。また、当社グループは
通報者に対し、当該通報をしたことを理由として不利な取扱いを行わないこととする。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ. 監査役は代表取締役社長と定期的な意見交換の場を設け、適切な意思疎通を行う。また、監査役は

内部監査部門及び会計監査人等との連携を図り、監査役の監査が実効的に行われることを確保す
る。

ロ. 当社は監査役の職務の執行にあたり必要な費用について、監査役の請求等に従い処理を行う。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当事業年度における主な運用状況は以下のとおりであります。

① 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・代表取締役社長を委員長とする内部統制委員会を４回開催し、活動状況を取締役会に報告いたしました。
・取締役の任期は定款に定めるとおり、１年としております。取締役会は社外取締役３名を含む８名の取締
役と３名の社外監査役で構成しております。取締役会による毎月１回の定例会議を12回、臨時会議を６
回開催し、社外役員を含む取締役及び監査役は高い出席率のもと、付議事項について活発な審議を尽くし
ました。

・業務執行部門から独立した内部監査部門により当社グループ全体の内部監査を実施し、その結果を代表取
締役社長に報告しております。

・「内部通報制度運用規程」により、従業員等が内部通報をした場合に不利益を被ることを防止する旨を明
確に規定しております。内部通報が発生した場合においても、「内部通報制度運用規程」等の社内規程に
基づき、代表取締役社長及び監査役へ迅速な報告を行い、綿密な調査及び事実確認を行っております。な
お、当事業年度においては法令に反する行為はありませんでした。

・反社会的勢力及び団体との関係排除のため、取引先とは、反社会的勢力排除に関する条項を含んだ契約を
締結しております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・開催したすべての取締役会の資料及び議事録はセキュリティが確保された場所で適切に保管しておりま
す。

・情報セキュリティマネジメントシステムに基づくセキュリティ監査を実施し、情報（資料・議事録）を安
全かつ適切に管理していることを確認いたしました。

③ 損失の危険の管理に対する規程その他の体制
・「リスク管理規程」に基づき、内部統制委員会において管理対象リスクの対策状況を確認しました。
・「事業継続計画書」及び災害等発生時の現地における対応を策定した「災害等対応マニュアル」に基づき
運用しております。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・「取締役会規程」、「決裁権限規程」、「規程類取扱規程」により取締役会の決裁権限を明確にしており
ます。取締役会において特に重要な議案は、事前に出席者に資料を配布し、検討の時間を十分に確保して
おります。また、資料はすべて電子化することで、更に効率化を図っております。さらに、取締役会機能
の更なる向上のため、取締役会の実効性に関するアンケートを実施し、取締役会全体の実効性が確保され
ていることを確認いたしました。

・取締役会から業務執行の委任を受けた執行役員会による定例会議を12回、臨時会議を４回開催いたしま
した。

⑤ 当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
・「関係会社管理規程」に基づき、子会社取締役より職務の執行に係る事項について必要な報告を受け、子
会社の管理を適切に行っております。

・各子会社には当社より取締役・監査役の派遣を行っており、子会社各社の状況を把握し、問題が発生した
際は適切に対処するよう体制を構築しております。また、毎月１回定期的に開催する子会社社長会で業務
報告及び意見交換を行い、当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確認しており
ます。

・当社の取締役会または執行役員会にて、各種規程やマネジメント体制の変更が決議された場合は、子会社
へ速やかに通達し、親会社にあわせた変更を行うよう指導しております。

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制及び当該
使用人の取締役からの独立性に関する事項、並びに当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・監査役よりその職務を補助すべき使用人の配置の要請はありません。

⑦ 当社及び当社子会社の取締役・使用人等が監査役に報告をするための体制及び報告をした者が当該報告を
したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

・監査役は取締役会、執行役員会、予算会議及び子会社社長会に出席し、当社及び当社子会社の取締役・使
用人等から、重要な職務の遂行状況を聴取し、確認しております。

・当社は、通報を理由に不利な取扱いを受けないことを定めた内部通報等に関する社内規程を整備し、子会
社を含む取締役、使用人等に周知しております。

⑧ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・監査役は代表取締役社長と定期的な会合を４回、内部監査部門との定期的な会合を４回、会計監査人との
定期的な会合（レビュー、その他報告を含む。）を６回開催いたしました。また必要に応じて会合や意見
交換を行っており、それぞれ適切な意思疎通を行うことで監査役の監査が実効的に行われることを確保し
ております。

・監査役の職務の執行に必要な費用について、監査役の請求に従い速やかに処理いたしました。
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会社の体制及び方針

(3) 会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
　当社におきましては、経営権の異動は株主が決定するという基本的な考え方のもと、企業価値及び株主共同の
利益を向上させることこそが、最も合理的な同意なき買収への対抗措置につながるものと認識しており、現時点
においては特別な対抗措置は導入しておりません。
　今後も企業価値及び株主共同の利益の向上に注力してまいる所存ですが、同時に、株主から負託された当然の
責務として、企業価値及び株主共同の利益に資さない買収者が現れることを想定し、当社の株式取引や異動の状
況を常に注視し、かつ社会情勢等の変化に十分注意しながら、継続的に同意なき買収への対抗措置の必要性も含
めた検討を進めてまいります。

(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題の一つと考え、安定配当維持を基本としながら、業績
と財務状況等を総合的に勘案し、剰余金の配当等による利益還元を目指しております。
　2026年６月期（当連結会計年度）の年間配当金につきましては、１株あたり20円（うち記念配当2円）とさ
せていただきました。また、2027年６月期（次連結会計年度）の年間配当金につきましては、１株あたり21円
を予想しております。
　内部留保資金につきましては、将来の成長分野への設備投資や経営基盤強化及び事業拡大に伴う資金需要に活
用するとともに、キャッシュ・フロー重視の経営を推進し、経営基盤の一層の強化を通して株主の皆様のご期待
にお応えするために、適切な割合を確保させていただく所存であります。
　なお、当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議により剰余金の配当等を行うことがで
きる旨を定款に定めており、取締役会の決議によって剰余金の配当を決定しております。
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連結貸借対照表

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
(資産の部)
流動資産

現金預金
売掛金
契約資産
有価証券
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
その他

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
土地
工具、器具及び備品
無形固定資産
ソフトウエア
のれん
顧客関連資産
その他
投資その他の資産
投資有価証券
繰延税金資産
その他
貸倒引当金　

14,276,608
8,820,223
3,981,994
461,881
655,147

1,872
17,378
8,697

329,413
5,118,122
405,900
350,022

458
55,419

1,108,534
190,004
748,123
147,900
22,505

3,603,688
2,291,145
297,767

1,021,412
△6,636　

(負債の部)
流動負債 4,160,116

買掛金 1,140,053
短期借入金 470,004
1年内返済予定の長期借入金 10,008
未払金 631,709
未払法人税等 506,503
契約負債 73,180
賞与引当金 510,998
受注損失引当金 7,678
品質保証引当金 8,516
その他 801,465

固定負債 234,244
長期借入金 7,466
退職給付に係る負債 101,204
その他 125,574
負債合計 4,394,361

(純資産の部)
株主資本 14,711,058
資本金 2,270,228
資本剰余金 2,463,704
利益剰余金 12,273,883
自己株式 △2,296,756

その他の包括利益累計額 289,311
その他有価証券評価差額金 281,113
為替換算調整勘定 8,198
純資産合計 15,000,370

資産合計 19,394,731 負債及び純資産合計 19,394,731

連結計算書類

連結貸借対照表（2026年６月30日現在）
（単位：千円）

（注）上記の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

科　　　　　　目 金　　　　　　額
売上高 29,424,871
売上原価 23,037,842
売上総利益 6,387,028

販売費及び一般管理費 3,767,944
営業利益 2,619,083

営業外収益
受取利息・配当金 58,901
助成金収入 13,298
その他 10,514 82,714

営業外費用
支払利息 7,409
長期前払費用償却 24,061
為替差損 1,876
その他 5,435 38,783
経常利益 2,663,015

特別利益
保険解約返戻金 2,519
投資有価証券売却益 940
固定資産受贈益 733 4,194

特別損失
投資有価証券売却損 18,539
固定資産除却損 20,803
出資金評価損 15,416 54,759
税金等調整前当期純利益 2,612,449
法人税、住民税及び事業税 805,148
法人税等調整額 2,327 807,476
当期純利益 1,804,973
親会社株主に帰属する当期純利益 1,804,973

連結損益計算書（自　2025年７月１日　至　2026年６月30日）
（単位：千円）

（注）上記の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額
(資産の部)
流動資産

現金預金
売掛金
契約資産
有価証券
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
前渡金
前払費用
その他

固定資産
有形固定資産
建物
工具、器具及び備品
無形固定資産
ソフトウエア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
差入保証金
繰延税金資産
その他
貸倒引当金　

6,697,093
3,094,761
2,362,908
394,990
649,822

1,872
9,929
3,012
6,706

135,273
37,814

10,727,361
272,660
252,677
19,982
95,881
84,063
11,817

10,358,818
1,711,937
7,961,637
395,040
94,849

201,990
△6,636　

(負債の部)
流動負債 2,597,411

買掛金 651,593
短期借入金 470,000
未払金 296,441
未払法人税等 333,118
未払消費税等 178,557
預り金 207,817
契約負債 58,159
賞与引当金 315,688
品質保証引当金 8,516
その他 77,518
負債合計 2,597,411

(純資産の部)
株主資本 14,590,175
資本金 2,270,228
資本剰余金 2,277,628
資本準備金 2,277,617
その他資本剰余金 10
利益剰余金 12,339,075
利益準備金 48,330
その他利益剰余金 12,290,744
別途積立金 3,751,000
繰越利益剰余金 8,539,744

自己株式 △2,296,756
評価・換算差額等 236,868
その他有価証券評価差額金 236,868
純資産合計 14,827,043

資産合計 17,424,454 負債及び純資産合計 17,424,454

計算書類

貸借対照表（2026年６月30日現在）
（単位：千円）

（注）上記の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

科　　　　　　目 金　　　　　　額
売上高 16,282,368
売上原価 12,491,907
売上総利益 3,790,460
販売費及び一般管理費 2,268,744
営業利益 1,521,716
営業外収益
受取利息・配当金 734,632
その他 10,913 745,546

営業外費用
支払利息 6,824
長期前払費用償却 10,277
その他 2,805 19,907
経常利益 2,247,355
特別利益
投資有価証券売却益 247
固定資産受贈益 733 981

特別損失
投資有価証券売却損 18,539
出資金評価損 15,416
その他 1,033 34,989
税引前当期純利益 2,213,346
法人税、住民税及び事業税 435,022
法人税等調整額 △23,834 411,188
当期純利益 1,802,158

損益計算書（自　2025年７月１日　至　2026年６月30日）
（単位：千円）

（注）上記の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 梅 谷 　 哲 史

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 髙 木 　 修

独立監査人の監査報告書
2026年８月10日

株式会社  Ｃ  Ｉ  Ｊ
取  締  役  会　御中

有限責任  あずさ監査法人
　横浜事務所

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ＣＩＪの2025年７月１日から2026年６月30日までの連
結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につ
いて監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会
社ＣＩＪ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当
監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業
倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社
から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに
ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する
ことが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査報告書

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどう
かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として
の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事
項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会
計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
るために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して
責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重
要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び
に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は
阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 梅 谷 　 哲 史

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 髙 木 　 修

独立監査人の監査報告書
2026年８月10日

株式会社  Ｃ  Ｉ  Ｊ
取  締  役  会　御中

有限責任  あずさ監査法人
　横浜事務所

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＣＩＪの2025年７月１日から2026年６月30日ま
での第51期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附
属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算
書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当
監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫
理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監
査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに
ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内
容に対して意見を表明するものではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と
計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重
要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する
ことが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを
評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
る場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として
の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。
継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を
表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象
や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象
を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重
要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び
に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は
阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書

常 勤 監 査 役 秋 山 達 也 ㊞
監 査 役 吉 野 松 樹 ㊞
監 査 役 植 木 英 次 ㊞

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2025年7月1日から2026年6月30日までの第51期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成し
た監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役

等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その

他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、
子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告
を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に
定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい
て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告

の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2026年８月12日

株式会社ＣＩＪ　監査役会

（注）常勤監査役秋山達也、監査役吉野松樹及び植木英次は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であり
ます。

監査役会の監査報告書　謄本

以　上
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株主の皆様の日頃のご支援にお応えするとともに、当社株式への投資の魅力を高めることを目的として、
株主優待制度を設けております。

◦対象株主様
　毎年12月31日現在の当社株主名簿に記載された200株以上かつ１年以上保有の株主様。

◦株主優待品
　ご保有の株式数及び保有年数に応じて、「当社オリジナルクオカード」を贈呈させていただきます。

保有株式数／保有年数 １年未満 １年以上
３年未満 ３年以上

200株以上～1,000株未満 なし 500円分 500円分
1,000株以上～2,000株未満 なし 1,000円分 1,000円分
2,000株以上～10,000株未満 なし 2,000円分 4,000円分
10,000株以上 なし 3,000円分 6,000円分

◦贈呈時期
　毎年２月末に発送、３月上旬にお届けしております。

株主優待のご案内

株主メモ

当社オリジナルクオカード
（デザインは毎年異なります）

証 券 コ ー ド 4826（東京証券取引所プライム市場）
事 業 年 度 ７月１日から翌年６月30日まで
定 時 株 主 総 会 ９月
定時株主総会の基準日 ６月30日
期末配当金受領株主確定日
中間配当金受領株主確定日

６月30日
12月31日

単 元 株 式 数 100株

公 告 方 法

電子公告（https://www.cij.co.jp/）によ
り行います。ただし、やむを得ない事由に
よって、電子公告による公告をすることがで
きない場合には、日本経済新聞に掲載して行
います。

株 主 名 簿 管 理 人 及 び
特別口座の口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社
【同連絡先】
　三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
　TEL　0120-232-711（通話料無料）
　受付時間　平日９：00～17：00
　郵送先　‌�〒137-8081　新東京郵便局私書箱第29号

各種お手続き

単元未満株式の買取・買増制度のご案内

●届出住所等のご変更
●配当金受取方法のご指定
●単元未満株式の
　ご売却・買増し

口座を開設されている証券会社へ
お問合せください。

当社の１単元の株式数は100株となっておりますので、単元未満株
式（100株未満の株式）につきましては、市場での売買ができません。
単元未満株式をご所有の株主様は、当社に対して100株（１単元）
となるよう買増請求（購入）することができる買増請求制度、また
は単元未満株式を当社に対して買取請求（売却）することができる
買取請求制度をご利用いただけます。詳細につきましては、上記の

「各種お手続き」窓口にお問合せください。

●特別口座の場合
●�お支払期間経過後の 

配当金、支払明細発行

以下にお問合せください。
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
　TEL 0120-232-711（通話料無料）
　受付時間 平日９：00～17：00

サービス運営会社：株式会社プロネクサス
お問い合わせ：コエキク事務局        koekiku@pronexus.co.jp

株主アンケートにご協力くださいhttps://koekiku.jp 抽選でギフト券を進呈！
アクセスキー
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株主優待のご案内
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株主総会へご出席の株主様への「お土産」
はございません。
何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

 
横浜駅東口より「Ｇ出口」を経由した場合、徒歩６分
みなとみらい線新高島駅「１番出口」より徒歩１分

株主総会会場ご案内図
会場 横濱ゲートタワー17階　当社セミナールーム

神奈川県横浜市西区高島一丁目２番５号　電話：（045）222－0555（代表）

交通の
ご案内
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髙島屋
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G出口

１番出口

スマートフォンで読み取ると、
株主総会会場までのナビゲーションが
ご利用いただけます。

アクセス
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